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1―物価高の家計への影響
物価高で家計の負担が増している。ニッ

セイ基礎研究所の調査*1によると、20～

74歳のうち家計への影響があるとの回答

は約8割を占める。

　物価上昇を感じた費目について尋ねた

結果で最も多いのは「食料」（89.4%）、次い

で「電気代・ガス代」（84.8%）、「ガソリン

代」（52.2%）と続く［図表1］。また、物価上昇

によって支出額が増えた費目で最多は「食

料」（75.5%）、次いで僅差で「電気代・ガス

代」（74.0%）が7割を超えて続く。

　一方で物価上昇を感じたものの支出額

は変わっていない（支出抑制の工夫をして

いる）費目や、物価上昇を感じたものの支

出額は変わっていない（他より優先度が下

がるために支出抑制している）費目につい

ては「特にない」・「わからない」との回答

が目立ち、どちらも両者を合計すると約8

割を占める。

　この結果だけを見ると、支出抑制の工夫

をしている費目は特にない、ということに

なるが、消費者の肌感覚からすれば違和

感があるだろう。

　これは、例えば、食費の中でもパン、牛乳

といった個別商品について尋ねれば、低価

格商品へ乗り換えるなど、支出抑制の工夫

が見られるのだろうが、数多くの商品が値

上がりしていることで、食費全体としては

個別商品で工夫をしても、支出がかさみ抑

制できている費目がない、という理解が妥

当であると考える。

　以上より、消費者は、生活必需性の高い

費目を中心に値上がりが相次ぐ中で、支出

抑制の工夫をするというよりも、値上げを

やむを得ず受け入れており、家計負担が増

している様子がうかがえる。

　なお、年代やライフステージ、年収な

どの属性別に見ても（図表略）、全体と

同様、生活必需品を中心に物価上昇を感

じ、支出額が増えている一方、支出額が変

わらない費目や減らした費目は「特にな

い」や「わからない」との回答が多い。

　物価上昇を感じた費目や支出額が増え

た費目の特徴を見ると、子育て世帯では

生活必需性の高い費目や教育費、娯楽費

などの選択割合が高く、他の世帯と比べて

多方面から物価上昇を感じている。

　また、高年収層では生活必需性の高い

費目の選択割合が低く、「外食」や「レジャー」、

「旅行」、「趣味」など娯楽性の高い費目で

高い傾向がある。

2―消費者の事業者への要望
　一方、消費者の意識を見ると、仕方なく

ではあるものの、これまでのデフレマイン

ドから、インフレマインドへと変化の兆し

も見え始めている。

　店舗やメーカーなど事業者への消費

者の要望を見ると、そう思うとの回答

は、「値上げの際は、従業員の賃金にも還

元して欲しい」（68.7%）や「値上げの際

は、時期や理由などを十分に説明して欲

しい」（68.1%）、「多少の値上げは仕方

ないが、商品の量や質は変えないで欲し

い」（58.8%）では約6割を占める［図表2］。

一方、「商品の品質は多少落ちても良い

ので、値上げはしないで欲しい」について

は、そう思わないとの回答（32.3%）がそ

う思う（28.7%）との回答をやや上回る。

　デフレ進行下では、企業努力によって極

力値上げをしない姿勢が消費者に支持さ

れてきたが、現在ではコスト増や従業員

の賃金への還元などが適切な形で価格

転嫁されることは、やむを得ないものとし

て、ある程度受け入れられる素地が形成さ

れている。さらに、品質を下げてでも値上

げをしないことについては、むしろ批判的

な消費者も目立つようになっている。

　これらの背景には、欧米諸国のインフ

レや原材料費の高騰で苦しむ企業の状

況、また、欧米諸国と比べて賃金が上がら

ない日本の状況から、無理に価格を抑える

ことは労働者の賃金上昇を抑え、ひいては

日本の競争力低下にもつながりかねない

という構造的な理解が、日本の消費者に

広がってきたことがあるのだろう。
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　また、昨今では社会の持続可能性、サ

ステナビリティに関わる意識も高まる中

で、例えば、何らかのイノベーションによる

生産性向上などで低価格が実現されるの

ならともかく、労働者への負担が生じるよ

うな無理な企業努力で価格を据え置くよ

うな姿勢は消費者に指示されにくい時代

へと変化しているのではないか。

　また、属性別に見ても、いずれも価格転

嫁は、やむを得ないものとして、ある程度

受け入れる素地ができている上で、属性に

よる違いもあるようだ［図表3］。

 

　高齢層ほど「値上げの際は、従業員の賃

金にも還元して欲しい」や「値上げの際は、

時期や理由などを十分に説明して欲しい」、

「多少の値上げは仕方ないが、商品の量や

質は変えないで欲しい」で、そう思うとの

回答が多い一方、極力価格据え置きを求め

る志向については、20歳代や子育て世帯

など比較的若い層では値上げより利便性

や質の低下を、高齢層では量の減少を許容

する傾向が相対的に強くなっている。ただ

し、いずれも、価格据え置きを求める志向は

値上げをある程度許容する志向（「多少の

値上げは仕方ないが、商品の量や質は変え

ないで欲しい」）と比べて弱くなっている。

3―消費者の政府・自治体の要望
　政府や自治体に対する要望について

は、そう思うとの回答は「電気代やガス

代などの価格を抑制するような取り組み

が（継続的に）必要だ」（70.3%）で7割を

超えるほか、「（下請け企業が泣き寝入り

せず）適切にコスト増を価格転嫁できて

いるかの監視が必要だ」（66.0%）や「企

業の不当な値上げや売り惜しみの監視

が必要だ」（64.1%）、「企業が適切に従業

員の賃金に還元しているかの監視が必要

だ」（63.1%）、「所得税控除枠の拡大など税

制改正（による負担軽減策の検討）が必要

だ」（61.8%）で6割を超えて多い［図表4］。

　つまり、消費者は政府や自治体に対し

て、現状実施されている電気代等の価格

抑制策などの家計支援策を強く求める一

方、適切な価格転嫁や賃金への還元など

企業活動の監視も同時に強く求めている。

属性別に見ても、いずれも家計支援策を

強く止める傾向がありつつ、高年齢層ほど

企業活動の監視や値上げについての情報

提供、税制改正といった幅広い要望が強

く、子育て世帯を中心とした若い年代では

子育て世帯への優先的な給付や現物給付

の要望が強い傾向がある［図表5］。

4―今後の消費は実質賃金上昇が鍵
　5月に新型コロナウイルス感染症の感染

症分類が変更されて以降、コロナ禍で控え

られていた外食や旅行などの消費行動が

一層、活発化している。物価高は継続しつ

つも、コロナ禍の消費抑制で家計の貯蓄

はおしなべて増えており*2、今後の個人消

費には更なる改善が期待できるだろう。

　一方で今年の春は賃上げの機運が高

まったものの、5月の労働者の実質賃金

（現金給与総額）は前年同月比▲1.2%に

留まっている（厚生労働省「毎月勤労統

計」速報値）。今後の賃金や夏の賞与の改

善が期待されるところだが、物価上昇に対

して実質賃金の伸びが劣後する状況が続

けば、消費者の行動欲求が一旦、満たされ

た後は節約志向が色濃くあらわれる懸念

があるだろう。
［*1］「第12回新型コロナによる暮らしの変化に関す
る調査」、調査時期は2023年3月29日～3月31日、調
査対象は20～74歳、インターネット調査、株式会社マ
クロミルのモニターを利用、有効回答2,558。
［*2］久我尚子「世帯年収別に見たコロナ禍3年の家
計収支」（2023/3/20）
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